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                     アルゼンチンの経済危機の深層                                                 

                                                                                                         

                                                   主任研究員 北島 啓治              
 

 アルゼンチンの経済不況は 4 年目に突入し、長期不況の中で経済危機に陥った。現在

デフォルトの可能性についても危惧されている。仮にデフォルトという事態になれば、

ブラジルを含む隣国に対する影響は甚大となり、さらにその他のラテンアメリカ諸国や

米国、ひいては世界経済に大きな影響が及ぶことになろう。現在のアルゼンチンの経済

危機をどのように理解すればよいのか。経済のグローバル化、マクロ経済、制度の執行、

の視点から見てみよう。 
 
 第一に、経済のグローバル化により民間資金(特に短期資金)が 90 年代に入りアルゼ

ンチンを含むラテンアメリカやアジア等の少数の新興諸国に集中的に流入した。アルゼ

ンチンは東アジアと同様にこの外資に支えられ比較的高い経済成長を 90 年代前半に達

成し、成長軌道に乗ったかに見えた。ところが、その間、実際は、アルゼンチンは他の

新興諸国の通貨危機という外的ショックによる外資流出のリスクに常にさらされてい

たのである。リスクは現実のものとなり、成長シナリオは脆くも崩れることになる。メ

キシコの通貨危機の翌 95 年にはマイナス 2.8%成長となったが、IMF を中心とする国際

救済パッケージによりその後 2 年間はプラス成長を回復する。しかし、97 年のアジア

通貨危機の翌年には成長に急ブレーキがかかり、98 年のロシア通貨危機と 99 年のブラ

ジル通貨危機の連鎖により 99 年以降マイナス成長に陥ったまま現在に至っている。 
 
 第二に、アルゼンチンのマクロ経済は 3 つの大きな問題を抱えている。外資依存の背

景となっている国内貯蓄(政府貯蓄と民間貯蓄の両方)不足、デフォルト・リスクの背景

となっている巨額の対外債務(98 年現在 1,440 億ドル)、そして対外債務累増の背景とな

っている経常収支の大幅な赤字である。巨額の財政赤字の存在がインフレを起こし、こ

れを抑制するために 1991 年にコンバーテイビリテイ・プラン(CP)というカレンシー・

ボード制を採用し、ドルとペソを 1 対 1 で固定したが、これにより生じたペソの過大評

価が輸出競争力を低下させ、一層の経常収支赤字を招くという悪循環となっている。こ

の経常収支赤字の急増の背景には、それ以前から推進されていた輸入自由化により関税

が最低水準に達した時期と CP の実施時期が重なったことが指摘できる。この状況を具

体的にみると、輸入は 91 年に 70 年代の二度の石油ショック時を凌ぐ急増を示し、前年

比 2 倍(75 億ドル)となった。その後も急増傾向は続き、98 年には約 300 億ドルに達し

た。90 年から 98 年の期間でみると、実に約 8 倍である。他方、輸出はその間約 2 倍し

か伸びていない。その結果、91 年までの黒字基調は一変し、92 年には貿易赤字に転じ、
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それ以降 95 年と 96 年を除き大幅な貿易赤字となっている。この結果、経常収支赤字も

急増したのである。 
 
 第三に、制度が十分に機能していないという問題がある。たとえば、税制面では、脱

税が横行し、税収が十分確保できておらず、IMF が脱税取締りを強く要求したほどであ

る。 
 
 20%にも迫る失業率、ストの続発など社会的圧力が高まる中、CP を放棄し、変動相

場制に移行すれば、ハイパー・インフレの再燃という過去の悪夢の再来と対外債務の急

増を引き起こすとの危惧があり、また財政均衡のための更なる歳出削減は不況をさらに

深めかねないなどを考えると、アルゼンチンにとって現状打開策の選択肢は限られてい

る。いずれにせよ、政府が毅然たる姿勢を示し、確実に良い政策を実行するという信頼

感を国民に持たせ、挙国一致で国難を克服することが必要である。 
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